
議案第１１号 

令和 ４ 年 度 

苅 田 町 水 道 事 業 会 計 予 算 書 

福岡県京都郡苅田町





業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）  件

（2）  ㎥

（3）  ㎥

（4）

 千円

 千円

 千円

15,378

3,664,754

（業務の予定量）

給 水 件 数

総 給 水 量

第　2　条

議案第１１号

（総 則）

第　1　条 令和４年度　苅田町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

令和４年度　　苅田町水道事業会計予算

ハ．ポ ン プ 場 建 設 事 業 110,000

１ 日 平 均 給 水 量

99,300

主 要 な 建 設 改 良 事 業

192,300

10,040

ロ．老 朽 管 更 新 事 業

イ．配 水 管 整 備 事 業
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（収益的収入及び支出）

千円

第 1 項 営 業 収 益

1,145,195

千円1,083,436

第 1 款 水 道 事 業 収 益

61,756第 2 項 営 業 外 収 益 千円

第　3　条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

千円

支 出

第 1 款 1,072,998 千円

第 3 項 特 別 利 益 3

水 道 事 業 費 用

第 2 項 営 業 外 費 用 78,097 千円

第 1 項 営 業 費 用 993,398 千円

第 4 項 予 備 費 1,000 千円

第 3 項 特 別 損 失 503 千円
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千円

第 1 項 建 設 改 良 費 千円

第 2 項 企 業 債 償 還 金 219,678 千円

千円

3,703

69,960

千円

千円

出 資 金

484,612

第 4 項 補 助 金 15,000

支 出

第 1 款 704,290水 道 事 業 資 本 的 支 出

千円

（資本的収入及び支出）

資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額495,227千円は、

千円

第 4 条

収 入

209,063水 道 事 業 資 本 的 収 入

過年度分損益勘定留保資金457,532千円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額37,695千円で補てんするものとする。）

第 3 項 負 担 金

120,400

第 1 款

第 1 項 企 業 債

第 2 項
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一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

借入先の融資条件による。
ただし企業財政その他の都
合により繰上償還又は低利
に借り換えることができ
る。

（企　業　債）

第　5　条

起債の目的

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償　還　の　方　法利 率限度額（千円） 起債の方法

120,400

配水管整備事業資金 120,400

これらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（1）

予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。第　7　条

4.5％以内

合　　計

証　書　借　入

第　8　条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費を

（1） 消費税及び地方消費税の予算額に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

（一時借入金）

第　6　条

（2） 交 際 費 300 千円

千円職 員 給 与 費 157,540
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重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

（たな卸資産購入限度額）

たな卸資産の購入限度額は、30,000 千円と定める。

（2）

（重要な資産の取得及び処分）

第 10 条

（1） 取 得 す る 資 産

処 分 す る 資 産

固 定 資 産

遠　田　孝　一苅田町長

第 9 条

配 水 施 設

固 定 資 産 配 水 施 設

令和４年 ２ 月２５日　提出
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附 属 資 料



収　　入

款 項 目 予定額（千円）

1,145,195

1．営 業 収 益 1,083,436

1. 給　水　収　益 866,879

2. 納 　付　　金 47,176

3. 受託工事収益 134,500

4. その他営業収益 34,881

2．営業外収益 61,756

 1．受取利息及び配当金 800

 2．他会計補助金 1,343

 3．長期前受金戻入 55,545 長期前受金収益化額

 4．その他営業外収益 4,068

3．特 別 利 益 3

 1．特　別　利　益 3

令和４年度　苅田町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

備 考

 1．水 道 事 業
  収　　　 益

 水道料金

 件数　　435件

 件数　　450件、開発行為団地外

 雑入

 消火栓補修工事負担金外

 預金利息

一般会計繰入金
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支　　出

款 項 目 予定額（千円）

1,072,998

1．営 業 費 用 993,398

 1．原水及び浄水費 283,748

 2．配水及び給水費 134,359

 3．受託工事費 134,500

 4．総　係　費 93,076

 5．減価償却費 337,565

 6．資産減耗費 10,000

 7．その他営業費用 150

2．営業外費用 78,097

 1．支 払 利 息 49,519

 2．雑　支　出 3,578  交付金、公課金

 3．消　費　税 25,000  消費税及び地方消費税納付金

3．特 別 損 失 503

 1．特 別 損 失 503

4．予　備　費 1,000

 1．予　備　費 1,000

 1．水 道 事 業
　　費　　　 用

過年度修正損等

 企業債

 職員給与費等営業活動全般に係る費用

 固定資産償却費

 固定資産除却費外

 職員給与費等送水,配水,給水施設の維持、管理に係る費用

 給水受託工事に係る費用

 雑支出

備　　　　　　　　　考

 職員給与費等浄水施設の操作に係る費用
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収　　入

款 項 目 予定額（千円）

1.水 道 事 業
　資本的収入 209,063

1．企　業　債 120,400

 1．企　　業　　債 120,400

2．出　資　金 3,703

 1．出　　資　　金 3,703

3．負　担　金 69,960

 1．工 事 負 担 金 69,960

4．補　助　金 15,000

 1．国 庫 補 助 金 15,000 水道管路緊急改善事業

 配水管整備事業

 消火栓設置負担金外

与原区画整理地内水道整備起債償還金元金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

備　　　　　　　　　考
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支　　出

款 項 目 予定額（千円）

1.水 道 事 業
資本的支出 704,290

1.建設改良費 484,612

 1．施　　設　　費 469,699

 2．営 業 設 備 費 14,913

2．企業債償還金 219,678

 1．企業債償還金 219,678

備 考

 配水管整備等

 量水器等
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会

計
の

制
度

（
支

給
率
等
）

24.59

24.59

前
  
  
年

    度
（
2.350）
4.450

カ
定

年
退
職
及
び
応
募
認
定
退
職
に
係
る
退
職
手
当

一
般

会
計

の
制
度

（
1.125）
2.150

（
1.125）
2.150

（
1.175）
2.225

本
  
  
年

    度
（
1.125）
2.150

（
2.250）
4.300

オ
期

末
手
当
・
勤
勉
手
当

区
　

　
分

20
年
勤
続
の
者

（
月
分
）

2
5年

勤
続
の

者
（
月
分
）

区
　

　
分

備
　
　
考

47.71
制
度
な
し

最
 高

 限
 度

（
月
分
）

そ
の
他
の

加
算
措
置
等

（
1.125）
2.150

支
　
給
　
率
　
計

（
月
分
）

（
1.175）
2.225

支
給
期
別
支
給
率
　

6
月
（
月
分
）

12月
（
月
分
）

35年
勤
続
の
者

（
月
分
）

支
　

給
　

率
　
等

12



1．
千

円
千

円
千

円

2．3．4．5．

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

1
,
7
4
6
,
8
7
1

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
1
,
8
5
5
,
0
5
9

5
4
,
6
1
3

（
3
）

長
期

前
受

金
戻

入

（
1
）

過
年

度
損

益
修

正
損

2
4
6

△
2
3
5

当
年

度
純

利
益

1
0
8
,
1
8
8

特
別

利
益

（
1
）

過
年

度
損

益
修

正
益

1
1

1
1

6．
特

別
損

失

（
2
）

雑
支

出
5
0
3

5
4
,
8
1
3

4
,
0
7
6

経
常

利
益

1
0
8
,
4
2
3

（
4
）

雑
収

益
2
,
6
2
5

5
8
,
8
8
9

営
業

外
費

用

（
1
）

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費
5
4
,
3
1
0

営
業

外
収

益

（
1
）

受
取

利
息

及
び

配
当

金
3
9
4

（
2
）

他
会

計
繰

入
金

1
,
2
5
7

（
7
）

そ
の

他
営

業
費

用
0

8
4
2
,
8
8
4

営
業

利
益

1
0
4
,
3
4
7

（
5
）

減
価

償
却

費
3
3
2
,
1
0
0

（
6
）

資
産

減
耗

費
5
,
0
0
0

（
3
）

受
託

工
事

費
1
0
1
,
4
1
3

（
4
）

総
係

費
6
7
,
3
7
3

営
業

費
用

（
1
）

原
水

及
び

浄
水

費
2
3
1
,
8
0
0

（
2
）

配
水

及
び

給
水

費
1
0
5
,
1
9
8

受
託

工
事

収
益

1
0
2
,
6
6
2

（
4
）

そ
の

他
営

業
収

益
3
1
,
7
4
4

9
4
7
,
2
3
1

（
令

和
3
年

4
月

1
日

か
ら

令
和

4
年

3
月

3
1
日

ま
で

）

営
業

収
益

（
1
）

給
水

収
益

7
7
0
,
7
9
6

（
2
）

納
付

金

（
2
）

そ
の

他
特

別
損

失
0

2
4
6

令
和

３
年

度
　

苅
田

町
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

4
2
,
0
2
9

（
3
）

13



千
円

千
円

千
円

千
円

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

合
計

3
.

繰
　

延
　

資
　

産
0

資
産

合
計

9
,
3
0
2
,
5
0
7

流
動

資
産

合
計

1
,
5
0
0
,
5
3
5

貸
倒

引
当

金
2
,
0
0
0

9
4
,
2
2
5

(
3
)

貯
蔵

品
2
0
,
5
6
7

(
2
)

未
収

金
9
6
,
2
2
5

(
1
)

現
金

預
金

1
,
3
8
5
,
7
4
3

固
定

資
産

合
計

7
,
8
0
1
,
9
7
2

2
.

流
　

動
　

資
　

産

6
0
8
,
0
5
0

(ﾛ)
電

話
加

入
権

0

(ﾊ)
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
4
,
2
7
2

(ｲ)
ダ

ム
使

用
権

6
0
3
,
7
7
8

7
,
1
9
3
,
9
2
2

(
2
)

無
形

固
定

資
産

同
償

却
累

計
額

1
3
,
7
2
4

5
,
6
2
5

(ﾄ)
建

設
仮

勘
定

0

(ﾍ)
工

具
器

具
備

品
1
9
,
3
4
9

同
償

却
累

計
額

3
,
9
3
9

3
4
8

同
償

却
累

計
額

1
,
6
0
8
,
1
5
5

9
0
8
,
1
1
6

(ﾎ)
車

輌
及

び
運

搬
具

4
,
2
8
7

(ﾆ)
機

械
及

び
装

置
2
,
5
1
6
,
2
7
1

同
償

却
累

計
額

5
,
7
1
6
,
8
3
4

5
,
6
4
5
,
6
9
0

同
償

却
累

計
額

2
1
5
,
0
0
7

4
2
2
,
5
1
1

(ﾊ)
構

築
物

1
1
,
3
6
2
,
5
2
4

(ﾛ)
建

物
6
3
7
,
5
1
8

(ｲ)
土

地
2
1
1
,
6
3
2

令
和

３
年

度
　

苅
田

町
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

（
令

和
4
年

3
月

3
1
日

）

資
　
産
　
の
　
部

１
．

固
　

定
　

資
　

産

(
1
)

有
形

固
定

資
産

14



千
円

千
円

千
円

自
己

資
本

金
合

計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

4
,
6
2
2
,
8
0
8

負
債

資
本

合
計

9
,
3
0
2
,
5
0
7

1
,
9
5
4
,
6
8
9

剰
余

金
合

計
1
,
9
9
3
,
7
1
2

(ﾆ)
当

年
度

利
益

1
0
8
,
1
8
8

(ﾊ)
未

処
分

利
益

剰
余

金
1
,
7
4
6
,
8
7
1

(ﾛ)
建

設
改

良
積

立
金

9
9
,
6
3
0

(ｲ)
減

債
積

立
金

0

3
9
,
0
2
3

(
2
)

利
益

剰
余

金

(ﾍ)
固

定
資

産
売

却
代

金
0

(ﾎ)
受

贈
財

産
評

価
額

3
9
,
0
2
3

(ﾆ)
他

会
計

補
助

金
0

(ﾊ)
県

補
助

金
0

(ﾛ)
国

庫
補

助
金

0
(ｲ)

工
事

負
担

金
0

(
1
)

資
本

剰
余

金

資
本

金
合

計
2
,
6
2
9
,
0
9
6

8
．

剰
余

金

(ﾊ)
組

入
資

本
金

1
,
5
3
2
,
2
9
7

2
,
6
2
9
,
0
9
6

(ﾛ)
出

資
金

1
,
0
8
0
,
9
9
2

(ｲ)
固

有
資

本
金

1
5
,
8
0
7

(
1
)

自
己

資
本

金

資
　
本
　
の
　
部

7
．

資
本

金

繰
延

収
益

合
計

1
,
3
8
3
,
4
1
8

負
債

合
計

4
,
6
7
9
,
6
9
9

(
1
)

長
期

前
受

金
2
,
7
3
6
,
8
6
7

(
2
)

収
益

化
累

計
額

1
,
3
5
3
,
4
4
9

流
動

負
債

合
計

3
5
4
,
0
9
8

6
．

繰
　

延
　

収
　

益

(
6
)

預
り

金
4
1
,
5
4
0

(
ﾛ
)

法
定

福
利

費
引

当
金

1
,
1
1
0

引
当

金
合

計
6
,
8
1
0

(
5
)

引
当

金

(
ｲ
)

賞
与

引
当

金
5
,
7
0
0

(
4
)

前
受

金
1
5
,
3
2
7

企
業

債
合

計
2
1
8
,
1
7
8

(
3
)

未
払

金
7
2
,
2
4
3

(
ｲ
)

建
設

改
良

事
業

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
2
1
8
,
1
7
8

(
ﾛ
)

そ
の

他
の

企
業

債
0

(
2
)

企
業

債
(
1
)

一
時

借
入

金
0

固
定

負
債

合
計

2
,
9
4
2
,
1
8
3

5
．

流
　

動
　

負
　

債

(
ｲ
)

修
繕

引
当

金
9
,
6
0
0

引
当

金
合

計
9
,
6
0
0

企
業

債
合

計
2
,
9
3
2
,
5
8
3

(
2
)

引
当

金

(
ｲ
)

建
設

改
良

事
業

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
2
,
9
3
2
,
5
8
3

(
ﾛ
)

そ
の

他
の

企
業

債
0

負
　
債
　
の
　
部

4
．

固
　

定
　

負
　

債
(
1
)

企
業

債
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千
円

千
円

千
円

千
円

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

合
計

令
和

４
年

度
　

苅
田

町
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

（
令

和
5
年

3
月

3
1
日

）

資
　
産
　
の
　
部

１
．

固
　

定
　

資
　

産

(
1
)

有
形

固
定

資
産

(ｲ)
土

地
2
1
1
,
6
3
2

(ﾛ)
建

物
6
8
0
,
2
4
6

同
償

却
累

計
額

2
2
5
,
4
9
4

4
5
4
,
7
5
2

(ﾊ)
構

築
物

1
1
,
6
7
5
,
4
6
8

同
償

却
累

計
額

5
,
9
3
2
,
4
3
3

5
,
7
4
3
,
0
3
5

(ﾆ)
機

械
及

び
装

置
2
,
5
8
5
,
6
9
8

同
償

却
累

計
額

1
,
6
9
2
,
4
9
5

8
9
3
,
2
0
3

(ﾎ)
車

輌
及

び
運

搬
具

4
,
2
8
7

同
償

却
累

計
額

3
,
9
3
9

3
4
8

(ﾍ)
工

具
器

具
備

品
2
0
,
4
8
6

同
償

却
累

計
額

1
4
,
9
1
3

5
,
5
7
3

(ﾄ)
建

設
仮

勘
定

0

7
,
3
0
8
,
5
4
3

(
2
)

無
形

固
定

資
産

(ｲ)
ダ

ム
使

用
権

5
7
8
,
9
1
2

(ﾛ)
電

話
加

入
権

0

(ﾊ)
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
3
,
1
8
8

5
8
2
,
1
0
0

固
定

資
産

合
計

7
,
8
9
0
,
6
4
3

2
.

流
　

動
　

資
　

産

(
1
)

現
金

預
金

1
,
3
5
4
,
9
1
6

(
2
)

未
収

金
9
6
,
2
2
5

貸
倒

引
当

金
2
,
0
0
0

9
4
,
2
2
5

(
3
)

貯
蔵

品
1
9
,
8
9
4

流
動

資
産

合
計

1
,
4
6
9
,
0
3
5

3
.

繰
　

延
　

資
　

産
0

資
産

合
計

9
,
3
5
9
,
6
7
8
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千
円

千
円

千
円

自
己

資
本

金
合

計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金
合

計

負
　
債
　
の
　
部

4
．

固
　

定
　

負
　

債
(
1
)

企
業

債

(
ｲ
)

建
設

改
良

事
業

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
2
,
8
4
9
,
8
3
6

(
ﾛ
)

そ
の

他
の

企
業

債
0

企
業

債
合

計
2
,
8
4
9
,
8
3
6

(
2
)

引
当

金

(
ｲ
)

修
繕

引
当

金
9
,
6
0
0

引
当

金
合

計
9
,
6
0
0

固
定

負
債

合
計

2
,
8
5
9
,
4
3
6

5
．

流
　

動
　

負
　

債
(
1
)

一
時

借
入

金
0

(
2
)

企
業

債

(
ｲ
)

建
設

改
良

事
業

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
2
0
3
,
1
4
7

(
ﾛ
)

そ
の

他
の

企
業

債
0

企
業

債
合

計
2
0
3
,
1
4
7

(
3
)

未
払

金
8
9
,
4
9
4

(
4
)

前
受

金
2
0
,
2
2
9

(
5
)

引
当

金

(
ｲ
)

賞
与

引
当

金
6
,
2
0
0

(
ﾛ
)

法
定

福
利

費
引

当
金

1
,
2
1
0

引
当

金
合

計
7
,
4
1
0

(
6
)

預
り

金
4
1
,
5
4
0

流
動

負
債

合
計

3
6
1
,
8
2
0

6
．

繰
　

延
　

収
　

益
(
1
)

長
期

前
受

金
2
,
8
2
1
,
8
2
7

(
2
)

収
益

化
累

計
額

1
,
4
0
8
,
9
9
4

繰
延

収
益

合
計

1
,
4
1
2
,
8
3
3

負
債

合
計

4
,
6
3
4
,
0
8
9

資
　
本
　
の
　
部

7
．

資
本

金

(
1
)

自
己

資
本

金

(ｲ)
固

有
資

本
金

1
5
,
8
0
7

(ﾛ)
出

資
金

1
,
0
8
4
,
6
9
5

(ﾊ)
組

入
資

本
金

1
,
5
3
2
,
2
9
7

2
,
6
3
2
,
7
9
9

資
本

金
合

計
2
,
6
3
2
,
7
9
9

8
．

剰
余

金

(
1
)

資
本

剰
余

金

(ｲ)
工

事
負

担
金

0
(ﾛ)

国
庫

補
助

金
0

(ﾊ)
県

補
助

金
0

(ﾆ)
他

会
計

補
助

金
0

(ﾎ)
受

贈
財

産
評

価
額

3
9
,
0
2
3

(ﾍ)
固

定
資

産
売

却
代

金
0

3
9
,
0
2
3

(
2
)

利
益

剰
余

金

(ｲ)
減

債
積

立
金

0
(ﾛ)

建
設

改
良

積
立

金
9
9
,
6
3
0

(ﾊ)
未

処
分

利
益

剰
余

金
1
,
8
5
5
,
0
5
9

剰
余

金
合

計
2
,
0
9
2
,
7
9
0

(ﾆ)
当

年
度

純
利

益
9
9
,
0
7
8

9
,
3
5
9
,
6
7
8

2
,
0
5
3
,
7
6
7

資
本

合
計

4
,
7
2
5
,
5
8
9

負
債

資
本

合
計
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（
単
位
：
千
円
）

Ⅰ
　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

　
　
　
当
期
純
利
益

99,078

　
　
　
減
価
償
却
費

337,565

　
　
　
退
職
給
付
・
法
定
福
利
費
引
当
金
増
加
額

0

　
　
　
貸
倒
引
当
金
増
加
額

0

　
　
　
賞
与
引
当
金
増
加
額

600

　
　
　
長
期
前
受
金
戻
入

△
 55,545

　
　
　
受
取
利
息
配
当
金

800

　
　
　
支
払
利
息

△
 48,709

　
　
　
固
定
資
産
除
却
損

9,000

　
　
　
未
収
金
の
増
減
額

0

　
　
　
棚
卸
資
産
増
減
額

673

　
　
　
未
払
金
増
加
額

17,251

　
　
　
そ
の
他

4,902

　
　
　
　
　
小
計

365,615

　
　
　
利
息
及
び
配
当
金
の
受
取
額

△
 800

　
　
　
利
息
の
支
払
額

48,709

　
　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

413,524

Ⅱ
　
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

　
　
　
有
形
固
定
資
産
取
得
支
出

△
 435,236

　
　
　
国
庫
補
助
金
等
に
よ
る
収
入

15,000

　
　
　
他
会
計
補
助
金
に
よ
る
収
入

0

　
　
　
負
担
金
寄
附
金
に
よ
る
収
入

69,960

　
　
　
国
庫
補
助
金
の
返
還
に
よ
る
支
出

0

　
　
　
投
資
有
価
証
券
売
却
収
入

0

　
　
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

△
 350,276

Ⅲ
　
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

　
　
　
企
業
債
の
発
行
に
よ
る
収
入

120,400

　
　
　
企
業
債
の
償
還
に
よ
る
支
出

△
 218,178

　
　
　
他
会
計
出
資
金
の
受
入

3,703

　
　
　
他
会
計
出
資
金
の
払
戻

0

　
　
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

△
 94,075

Ⅳ
　
資
金
換
算
差
額

0

Ⅴ
　
資
金
増
減
額

△
 30,827

Ⅵ
　
資
金
期
首
残
高

1,385,743

Ⅶ
　
資
金
期
末
残
高

1,354,916

令
和

４
年

度
予

定
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー
計

算
書

　
　

　
　

（
令

和
4
年

4
月

1
日

か
ら

令
和

5
年

3
月

3
1
日

）
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注 記 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

地方公営企業法施行令（昭和二十七年九月三日政令第四百三号）附則（平成二四年一月二七日政令第二〇号）第二条

第一項に基づき、改正後の地方公営企業法施行令第十二条、第十四条、第十五条、第十七条の二第一項第二号、第二十三

条、第二十五条及び第二十六条の規定を平成二十六年度の事業年度から適用することとしている。また、地方公営企業法

施行規則（昭和二十七年九月二十九日総理府令第七十三号）附則 （平成二四年一二月二五日総務省令第一〇七号）第二

条第二項に基づき、改正後の地方公営企業法施行規則の規定を平成二十六年度の事業年度から適用することとしている。 

 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価の方法 

 個別法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

建物 10 年～65 年  

構築物 10 年～50 年 

機械及び装置 5 年～20 年 

車両運搬具 5 年 

工具、器具及び備品 5 年～15 年 

ロ．無形固定資産 

定額法 
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    ハ．リース資産 

          所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。   

（３）引当金の計上方法 

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

    ロ．退職給付引当金 

        職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部

を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金  

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支

給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。   

    ニ．修繕引当金 

       平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととして

いる。  

（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち基準に基づき、企業債の償還

に要する資金の一部を一般会計が負担すると見込まれる額は３，７０３千円である。 
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